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4月8日に行われた小学校入学式の模様です。（内容は12ページに掲載） 
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曾るほど！ 

介護保険 
介護保険法案が平成9年12月に国会で可決設立しました。 

この介護保険制度は、寝たきりや痴ほうの高齢者への 

介護サービスを、幅広く国民の保険料負担で支えよ 

うとするもので、超高齢化社会の到来に伴い、わた 

したちの関心は強く、期待も多いようです。 

しかし、制度の導入・実施に向けた準備課題とな 

る中で残された問題も少なくありません。 

今回の広報では介護保険制度の仕組みと、介護 

を必要とする人が、不安なく十分な介護を受け 

られるために何が必要なのか。問題を整理して 

みることにしました。 

■介護保険って何？ 

早くいうなら、いろんな介護サーピスのための社会保険と考えてください。 

健康保険に加入していれば、診療費の一部を負担するだけで、どの病院でも診 

てもらえるように、介護保険に加入すれば、利用料の一部を負担するだけで、 

いろんな介護サービスを利用できるようにしようというものなのです。 年金や 

健康保険と同じ社会保険ですから、介護保険に加入し、 

保険料を負担しなければ、保険からの給付を受けるこ 

とできないということです。 
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◆老齢・退職年金からの特別徴収（天引き） 
を行うほか、特別徴収が困難な人について 
は、市町村が個別に徴収する。 
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保険料 

現役世代の保険料につ 

いては医療保険各法の 

ルールにより、事業負 

担および国庫負担が行 

われる。 
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医療保険の 

保険者が 
徴収 

（第I号被保険者） 

需愛 
代 

（第2号被保‘=) 
ただし、給付を受けられるのは、 

脳卒中、初老期痴ほうなどに 

又つて要介護状態になった人

公費 
(50%) 

◆医療保険各法のルールに従い、医療保険 
（健康保険・国民健康保険など）の保険者が 
徴収のうえ、一括して納付する。 
これを各市町村に対して、各市町村の給付 
費に占める割合が全国一律となるよう交付 
する。 

国（25%) 
県（12.5%) 
町（12.5%) している人が対象になります。ただし、40歳以上の人であ 

っても身体障害者療養施設に入所している人は、介護保険 

の被保険者から除外されます。 

や共済組合の加入者は、配偶者などの分を含めて事業主と 

折半。自営業など国民健康保険の加入者は、40歳以上64歳 

までの世帯員分につき、賦課された保険料を負担（半額は国 

庫負担）します。 

■サービスの利用料は？ 

利用者本人が支払う利用料は、総費用の1割程度とされて 

います。このほか、施設入所の場合は食費相当分を支払う 

とされています。 

実際に支払う利用料の総額がいくらになるのか、試算す 

るのは難しいのですが、年金で生活している高齢者が無理 

なく負担できる金額に設定できるのかは、今後の課題のー 

つでしょう。 

介護保険制度には、医療保険制度の高額療養費制度のよう 

なしくみも盛り込まれています。 

また、生活保護を受けている場合は、65歳以上の人は第1 

号被保険者となり、保険料については生活扶助から、本人 

負担については介護扶助が支給されます。また40歳以上64 

歳までの人は、医療保険に加入していれば第2号被保険者と 

なりますが、非加入の場合は、被保険者ではなく、介護扶 

助により支給される仕組みとなっています。 

■保険料はいくら？ 

、J 制度の計画によれば、介護保険の財源は65歳以上の被保 

険者が支払う保険料、40歳以上65歳未満の成人が負担する 

負担金、事業主負担金、及び、公費負担金によってまかな 

うとされています。 

わたしたちが負担する保険料はいくらになるのでしょう。 

総費用がどの程度必要なのか、それぞれの負担割合をど 

うすうするのかなどによって、保険料は変わってくるので 

すが、第1号保険者の保険料は、おおむね月額2500円と試 

算されています。 

また、保険料改定は3年に1度。平成15年4月から2800円、 

平成18年4月から3200円、平成21年4月から3500円と試算 

されていますが、要介護者の増加やサービスの利用率の上 

昇に伴って保険料が改定されます。 

保険料の納め方には、老齢・退職年金からの天引き徴収 

と、天引きが困難な人は、町が個別に徴収する方法が取ら 

れます。この保険料負担は、介護サーピスを利用している 

（介護保険の給付を受けている）高齢者も、介護サービスを利 

用していない高齢者も、全員負担することになります。 

第2号被保険者の保険料は、加入している各医療保険の保 

険料によって徴収されます。サラリーマンなどの社会保険 
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介護サービス （6ページ 

在宅サービス 

施設サービス 

三つめは、「選択可能な福祉サーピス」を実 

現するためにも「公的介護保険」が必要だと、ノ 

いう理由です。「措置」を基本とした従来の福 

祉制度から、「自己選択」を基本にした福祉制 

度への転換は「福祉革命」ともいえるでしょ 

う。 

■介護保険の対象となる人は？ 

介護保険の保険者はそれぞれの市区町村で 

す。その保険者が被保険者（40歳以上の人）か 

ら保険料を徴収し、介護サービスにかかる費 

用のうち、利用者本人負担を除いた残り（給付 

費）は、保険料と公費でまかなわれます。 

被保険者は、第1号被保険者と第2号被保険 

者に分かれます。 

●第1号被保険者 

すべての65歳以上の人が加入することにな 

ります。 

●第2号被保険者 

40歳から64歳までの人で、医療保険に加入 

■制度導入理由は？ 

さて、どうして介護保険なんでしょう。制 

度導入の理由は三つあります。 

―つは「安定的な財源確保」ということです。 

超高齢社会に対応した福祉システムを作り 

上げていくには「安定的な財源確保」が必要 

です。財源確保には、増税（所得税などの直接 

税か、消費税などの間接税か）する、行財政改 

革によってほかの財源を福祉に振り向ける、 

公的介護保険を作って新たな負担を国民に求 

める、という三つの選択肢がありました。 

もっとも効果的で、わたしたちの理解が得や 

すい選択肢として、公的介護保険の新設案が 

浮上したということです。 

もうーつの理由は社会保険方式の方が権利 

性がはっきりするということです。 

公的介護保険の場合は、介護サービスの給付 

を受けるために、保険に加入し、保険料を負 

担するのですから、「サービスがない」という 

ことは許されません。これが二つめの理由で 

す。 
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にブ／ (j 都ョ首府県 
介護11艮険審査会 

認定なと‘の不服審査 

被保険者かiら「要介護認定」 

「要支援認I 定」などの結果 

ついて不服I申し立てがあった 

とき審査を；行う。 

~ 
プト 
該 
当 

調 査 
市町村の 

専門の調査員が面接し、 
心身の状況やおかれている 

環境について調査し、 
コンピユーターで1次 

判定する。主治医からも 
意見を求める。 

施設サービス 

介護給イ寸 

（要介護状態の人） 

在宅サービス 
介護給付 

（要介護状態の人） 

予防給付 
（要支援状態の人） 

市 町 村 
認 定 
介護認定審査会の 

審査に基づき、「要介護認定」 
「要支援認定」などを30日以内に 

決定し、被保険者の該当する 
「要介護状態区分」などと合わせて、 

受けられるサービスの種類を 
被保険者に通知する。 

認定審査会は 
市町木永D調査 
に基づいて審 

査し、その結 
果（2次判定） 

を市町村に通 

知する。 

ビ
ス
を
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介護保険による介護サービスを希望する人は、市町村の窓口に介護サービスの「申請」 を 

します。市町村は担当者の「調査」のうえ、介護認定審査会の「審査と判定」に基づいて 

「認定」をします。「認定」を受ければ、介護サービスを受けることができます。 

また、ケアプラン（サービスの内容）の作成を依頼することができます。 

■サービスを受けられる人は？ 

介護の必要な65歳以上の高齢者（第1号被保険者）が、サー 

ビス給付の対象となっています。 

第2号被保険者については、要介護状態になったからといっ 

て、すべてがサービス給付の対象とはならないのです。す 

なわち、給付は要介護者または、要支援者に対して行われ 

ますが、年齢によって要介護者・要支援者の要件が異なっ 

てくるのです。 

まず、65歳以上の人は、その原因を問わず、要介護状態 

であれば要介護者とされ、要介護状態となるおそれがある 

状態であれば要支援者として「認定」されます。 

ー方、40歳以上64歳までの人で、要介護状態や要介護状 

態になるおそれがある状態になっても、その原因が脳血管 

障害や初老期痴ほうなどによるものでなければ、残念なが 

ら要介護者ー要支援者の「認定」が出ないのです。 

交通事故が原因の場合は、保険給付は受けられず、別の障 

害者施設の対象となるのです。この若年障害者は将来の検 

討材料とされているものの、制度スタート時点で対象外と 

するのは年齢による差別だといわざるを得ません。 

■サービスを受けるための手続き 

●申請 

介護サービスが必要になったら、市町村の窓口へ申請し 

ます。 

●調査 

申請を受けた市町村は介護サービスが必要かどうか、調 

査員を派遣し介護サービスを希望する人のおかれている環 

境や、心身の状態について訪問調査を行います。（かかりつ 

けの医師の意見も求める） 

●審査と判定 

調査の結果は、市町村長から任命された医療や福祉の学 

識経験者によって構成される 「介護認定審査会」で審査さ 

れ、どの程度の介護が必要かが判定されます。 

●要介護状態の認定 

市町村は「介護認定審査会」の判定に基づいて該当する 

「区分」を認定します。この認定された「区分」によって、 

サービスの種類と費用の限度額が決められます。 

居宅介護 
サービス事業者 

指定を受けた 
民間の業者や 

非営利団体など 

●ケアプランの作成 

認定が出れば、本人の希望によってケアプランの作成を 

専門機関（居宅介護支援事業者）に相談して作ってもらうこと 

もできます（作成には自己負担は必要なし）。また自分自身で 

サービスを選択します。 

●介護サービス 

ケアプランが決まると、都道府県知事に指定された事業 

者（居宅介護サービス事業者）から提供されるサービス（介護 

給付）を受けることになり、費用は介護保険から9割、自己 

負担が1割ということになります。 

※ 「要支援状態」 と認定された人は、介護保険から保健医 

療・福祉などの「予防給付」 を在宅で受けることができま 

す。 

※施設に入所（入院）している要介護状態の人も、介護保険か 

ら 「介護給付」を受けることができます。 

特別養護 
老人ホーム 

など 

／ 要支援状態と要介護状態の区分 × 
市町村は、介護認定審査会の審査と判定に基づいて、高 

齢者がどの程度の介護を必要とするかを見分けるために、 

●基本的な動作、●身体的機能、●知的機能、●社会的能 

力、●日常生活動作、●問題行動などのそれぞれ項目につ 

いて、きめ細かくチェックし 「要支援状態」、「要介護状態」 

の「区分1」 から「区分5」の6段階の、どの状態にあるか 

を認定します。 

この区分によって、受けられるサービスの内容や、その 

費用の限度額が決まります。 

× 

サービス内容による 
費用の限度額（1か月） 区 分 

6万円程度 

14'-司6万円程度 

要支援状態（虚弱） 

要介護1 （軽度） 

17-' 18万円程度 要介護2 （中度） 

幻～27万円程度 要介護3 （重度） 

23万円程度

23-29万円程度 

要介護4 （痴ほう） 

要
介
護
状
態
 要介護5 （最重度） 

（厚生省高齢者介護対策本部資料より）ノ 
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介護保険の 
鵬題点と課題 だけで決定できるものではありません。 

つまり、「要介護認定」がうまく機能するかどうかは、 

申請者の生活の状況や希望（どういう生活をしたいかと 

いう本人の意志）をきちんと把握できるかどうかにかか 

っています。 

そのためには、本人の希望や福祉サービスの現場の意見が最大 

限尊重された認定でなければならないし、「要介護認定機関」も 

現場を知らない専門家や医師などで構成するのではなく、福祉 

現場で実際に介護サービスに携わっている人で構成されるべき 

でしょう。 

認定は要介護か否かだけでなく、保険給付額を決定づける介 

護のランクに及ぶため、症状が同じでもランクが違ったりすれ 

ば、利用者から不満が出るのは必至です。 

また、事業者が判定が出るまでに費用を請求せずに介護サー 

ビスを提供するのは、要介護認定が確実視される場合に限られ 

ます。そうでない場合は、利用者本人や家族が料金を払って介 

護サービスを受けながら判定を待つことになり、迅速な認定が 

必要となるでしょう。 

■保険料が将来どこまで上昇するのか不透明 
制度導入時の月額2500円の保険料試算も、平成7年度の介護 

費用の総額から割り出したに過ぎず、その推計でも2010年には 

平均の保険料が3500円に跳ね上がる。さらに、市区町村が年金 

から天引きできない高齢者（65歳以上）は、全国で約660万人 

と見られ、自治体では年金の少ないお年寄りから強制的に保険 

料を徴収できるだろうか。 

保険料は「定額（応益）＋所得比例（応能）」案が検討されています。 

所得比例も勘案されているものの、当分の間は定額とされてい 

ます。 

定額制の2500円の保険料といっても、月20万円の厚生年金を 

もらっている高齢者や何億もの資産を持った高齢者と、月2万円 

程度の基礎年金しかもらっていない高齢者では、負担感はぜん 

ぜん違います。 

低所得者については軽減措置も検討されているようですが、 

軽減措置はあくまでも特例処置であり、所得に応じた保険料の 

設定を原則とすべきです。何よりも公的サービスを必要として 

るのは低所得者なのですから、「低所得者を排除しない介護保険」 

が大原則となるべきです。 

また、保険料の未納者対策のため、滞納者に対しては罰則が細 

かく規定されています。保険で提供する介護サービスの水準引 

き下げや、保険からの給付の一部や全部を一時差し止めるとい 

う厳しい内容です。 

■「与えられる福祉」から「創造する福祉」ノ＼ 

どんなに良い制度ができても、それをどう利用するのかは利 

用者自身にかかっています。自分の希望にあったサービスを選 

択し、それをよりよい生活のためにうまく生かす。高齢者自身 

がそういう力を身につけなければいけません。これからは高齢 

者自らによる自立生活運動も必要でしょう。 

当事者自らの自立生活運動の中から、どんどん提案していく。 

まさに「与えられる福祉」から「創造する福祉」への転換。 

これがキーワードのように感じます。 

■策定急くぐ 
厚生省は、2000年（平成12年）4月の介護保険制度導入に向け、 

制度の運営に当たり、介護サービスを実施する市区町村の体制 

整備を急ぐ方針です。 

具体的には、介護保険制度によって提供するサービスの内容 

について一定の基準を示す基本指針を策定し、これを受け、市 

区町村は、ホームヘルパーや特別養護老人ホームなど、介護の 

ために必要な基盤整備の状況に応じて、提供できるサービスの 

種類、回数などを定めた介護保険事業計画を99年（平成11年）12 

月までに策定します。これと平行して、市区町村は、介護を必 

要とする人や、その家族の相談に応じて介護プランの作成など 

の手助けをする介護支援専門員の養成を急ぎ、99年9月末まで 

に全国で4万人を確保する。また、99年6月をめどに介護認定審 

査会を設置し、同年10月より実際に認定作業に入る予定にして 

います。 

0 

■基盤の整備 

介護保険制度に基づいて充実したサービスが受けられるかど 

うか、最大の懸念材料はホームヘルパーの確保など介護基盤の 

整備です。 

政府は新ゴールドプランによって99年度までに介護基盤の整 

備を進めていますが、95年度（平成7年度）の実績で、ホームヘル 

パーは目標とする17万人の約56%（約9万6千人）、老人保健施 

設は目標定員28万人の約43%（約12万人）しか確保できてい 

ないのが現状です。加えて、65歳以上の高齢者10万人に対する 

老人保健施設の定員割合では、自治体間の格差も問題となって 

います。 

財政構造改革を進める中で、十分な基盤整備を担保できるの 

か、疑念を持たざるを得ません。 

介護保険では、在宅で介護されている人が受けられるサービスと、施設に入所してい 

る人が受けられるサービスがあります。 

在宅でのサービスを行うのは、都道府県知事の指定を受けた 「居宅介護サービス事業 

者」 で、非営利的な団体や民間の事業者もあり、効率的なサービス提供体制がめざされ 

ています。 

施設での介護サービスは、特別養護老人ホームなどの施設に入所（入院）している人を 

対象に行われます。これらの施設では、その施設の介護支援専門員（ケアマネジャー）が 

要介護者ごとに施設サービス計画を作成し、計画に従ってサービスを提供します。 

× 
■特別養護老人ホーム 

常時介護が必要で、在宅で介護を受ける 

のが困難な人の生活の場です。 

■老人保健施設 

入院して急性期の病気の治療が終わった 

人に、家庭に戻れるようリハビリなどを 

行います。期間は3か月を目途としてい 

ますが継続もできます。 

■療養型病床群などの介護体制の整った医療施設 

治療よりも長期に渡る介護が必要な高齢者が入院します。完全介護で、 

病室や老化の幅を広くしたり、食堂や浴室をつけて、一般病院よりも住 

みやすさを考えています。 

r 

、J 

■市町村の財政負担増 

介護を必要とする高齢者の数は、2000年度の280万人が、 

2010年度には400万人に増加すると予測されています。介護サ 

ービスにかかる総費用も4兆2千億から6兆9千億になると見込ま 

れています。 

また、市区町村は制度導入の2000年度で、介護サービス費用 

の一部負担や運営事務費として、新たに計約5千800億円の費用 

を捻出しなければならなく、介護保険法では、負担軽減策とし 

て、複数の市区町村が共同で保健事業を行う相互財政安定化事 

業など盛り込んでいますが、運営事務や財政負担に対する市区 

町村の不安を解消できていないのが現実です。 

■認定が公平に行われるかどうか？ 
問題になりそうなのが、「要介護認定」がうまく機能するか、 

というところです。 

どういう介護サービスが、どの程度必要なのかは本人の生活 

状況や希望によって決まります。身体的な状況や医学的な判断 
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●定められた介護保健施設に入所（入院）して介護サービスを受けたとき 

は、厚生大臣が定めた基準による費用の9割は施設介護サービス費として 

施設に払われ、要介護者はその費用の1割のほか、食事の標準負担額、日 

用品や美容・理容代、教養娯楽のための経費など日常生活に要する費用 

左自土日「‘中す 
、 じパ」＝、ノ。、ブo ノ 
、 ノ 
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■有料老人ホーム等における介護 

有料老人ホームなどでの介護サービスも介護保険 

の対象となる。 

■福祉用具の貸与およびその購入費の支給 

車いすや特殊ベットなどの福祉用具を貸し出すほ 

か、特殊尿器などは購入費を支給する。 

■住宅改修費の支給 

手すりなどの取り付けや段差解消など小規模な改 

修の費用を支給する。 

■居宅介護支援 

介護を必要とする人の心身の状況、意向などを踏 

まえ、上記のサービス利用について、居宅サービ 

ス計画（ケアプラン）を作成し、確実に利用できるよ 

う介護サービス提供機関などとの連絡調整を行う。 

イ 
■訪間介護（ホームヘルプサービス） 

ホームヘルパーが家庭を訪問して、介護や家事を 

援助する。 

■訪問入浴 

浴槽を積んだ入浴車で家庭を訪問する。 

■訪問看護 

看護婦などが家庭を訪問する。 

■訪間・通所によるリハビリテーション 

理学療養士（PT）・作業療養士（CT）などが、家庭や 

施設でリハビリテーションをする。 

■かかりつけ医の医学的管理等 

医師‘歯科医師・薬剤師などが家庭を訪問し、療 

養上の指導や管理をする。 

■日帰り介護（デイサービス） 

デイサービスセンターなどで、入浴、食事、機能 

訓練などをする。 

■短期入所サービス（ショートステイ） 

介護を必要とする人を介護施設で短期間預かる。 

■痴ほうの要介護者のためのグループホームにお 

ける介護 

痴ほうで介護を必要とする人たちが、10人前後で 

共同生活をする住居（グループホーム）で介護する。 

（このほか、市 

町村によって 

独自のサービ 

スを行うとこ 

ろもある） 

在
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